
   
 
 
 

 
 
 
 

■調査結果から分かったこと 

5．親への相談支援に関すること 

◇保護者の相談相手については、公的な機関への相談割合が低い。 
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0.0 10.0 20.0 30.0 40.0 50.0 60.0 70.0 80.0 90.0

配偶者・パートナー 

自分の親 

配偶者・パートナーの親 

きょうだい・その他の親戚 

近隣に住む知人や友人 

近隣に住んでいない知人や友人 

職場関係者 

学校の先生やスクールカウンセラー 

子育て講座（小・中学生を持つ保護者を対象）等を担当す

るリーダーや職員等 

公的機関や役所の相談員 

学童保育の指導員 

地域の民生委員・児童委員 

民間の支援団体 

民間のカウンセラー・電話相談 

医療機関の医師や看護師 

インターネットのサイトへの書き込み 

その他 

相談できる相手がいない 

無回答 

中央値以上 
(N=20570) 

困窮度Ⅲ 
(N=12057) 

困窮度Ⅱ 
(N=2245) 

困窮度Ⅰ 
(N=6124) 

※本ページは「43市町村」の結果を掲載。「30市町村」の結果との比較はＰ48～49を参照 

◇はじめて親になったのが10代の場合、困窮度が高い層が８割を超える。 
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10代 

20～23歳 

24～26歳 

27～30歳 

31～34歳 

35～39歳 

40歳以上 

無回答 

中央値以上（N=20570） 困窮度Ⅲ(N=12057) 困窮度Ⅱ(N=2245) 困窮度Ⅰ(N=6124) 



   
 
 
 

 
 
 
 

■調査結果から分かったこと 

◇子どもの心身で気になることについては、困窮世帯ほど割合が高い傾向にある。 
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35.8 

8.3 
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0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0 35.0 40.0 45.0 50.0

ねむれない 

よく頭がいたくなる 

歯がいたい 

不安な気持ちになる 

ものを見づらい 

聞こえにくい 

よくおなかがいたくなる 

よくかぜをひく 

よくかゆくなる 

まわりが気になる 

やる気が起きない 

イライラする 

よく肩がこる 

よく腰がいたくなる 

とくに気になるところはない 

その他 

わからない 

無回答 

中央値以上 

(N=20570) 

困窮度Ⅲ 

(N=12057) 

困窮度Ⅱ 

(N=2245) 

困窮度Ⅰ 

(N=6124) 

◇保護者の心身で気になることについては、困窮世帯ほど割合が全体的に高い。 

※本ページは「43市町村」の結果を掲載。「30市町村」の結果との比較はＰ50～51を参照 
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0.0 5.0 10.0 15.0 20.0 25.0 30.0

ねむれない 

よく頭がいたくなる 

歯がいたい 

不安な気持ちになる 

ものを見づらい 

聞こえにくい 

よくおなかがいたくなる 

よくかぜをひく 

よくかゆくなる 

まわりが気になる 

やる気が起きない 

イライラする 

とくに気になるところはない 
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わからない 

無回答 

中央値以上(N=20437) 困窮度Ⅲ(N=11973) 困窮度Ⅱ(N=2235) 困窮度Ⅰ(N=6042) 



   
 
 
 

 
 
 
 

妊娠・出産 乳幼児期 学齢期 

市 
町 
村 

訪問支援事業 
（乳児家庭全戸訪問事業、養育支援訪問事
業、母子保健事業（新生児訪問、乳幼児訪問

等） など） 等 

相談支援、交流支援事業 
（地域子育て支援拠点事業 等） 

預かり支援、生活支援事業 
（子育て短期支援事業、一時預かり事業、ファミリー・サポート・センター事業、ひとり親家庭等日常生活支援等） 

相談支援 
私立幼稚園キンダーカウンセラー事業 
（臨床心理士等による地域の保護者への相談支援） 

妊娠期から子育て期までの相談支援、支援施設・地域資源との連絡調整 
（子育て相談、利用者支援事業、子育て世代包括支援センター事業 等） 

ひとり親家庭への支援 
（養育費等支援事業、面会交流支援 等） 

市町村が実施する子育て施策への支援 
（子ども・子育て支援交付金、新子育て支援交付金、 
地域福祉・子育て支援交付金等による財政支援等） 

府 

特に支援を要する子どもや家庭への支援（社会的養護） 
（児童養護施設等の入所児童への支援（家庭的養護の推進） 等） 

施設退所後 
支援 

子ども 
保護者 

妊娠期の相談支援 
（「にんしんＳＯＳ」相談事業、 

妊婦健診の未受診や飛び込みによる出産
等対策事業 等） 

家庭教育支援 
（訪問型家庭教育支援） 

家庭教育支援 
（訪問型家庭教育支援事業） 

保育を要する家庭への支援 
（認定こども園・保育所等整備、小規模保育設置促進、放課後児童クラブ（放課後健全育成事業） 

病児保育事業・延長保育事業 等） 

相談支援（子ども家庭センター） 

連携 

【地域人材】民生委員・児童委員、主任児童委員、CSW など 

【地域人材】保育所・認定こども園における地域貢献事業 
       （保育所や認定こども園の地域貢献支援員（スマイルサポーター）が相談に応じ、制度・サービスにつなぐ） 

【市】教育センター 

相談支援 
（教育センター 等） 

障がい・難病児等の療育支援(保健所) 

母子保健事業 
(母子手帳交付、妊婦健診、両親学級、妊産婦訪問、新生児訪問、乳幼児健診、予防接種 等) 
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■現行の取組み 
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主な課題 

⇒資料１ １５７・２７４・２８１ 

〇はじめて親となった年齢について、困窮度別にみると10代、20～23歳が困窮度が高い傾向にあり、特に10代の困窮度Ⅰの割合は 

 約４割、20～23歳の割合は約３割となっており、若年出産と生活困窮との関連性があることから、若年者など支援が必要な妊産婦を 

 はじめ、妊娠期からの取組みが必要。 

〇妊娠期及び乳幼児健康診査でのフォロー及び健診未受診者への対応の充実が必要。 

 

⇒資料１ P１９５ 

〇困窮度によって子どもや保護者の心身の状況に影響が出ていることが明らかとなっており、ストレスや悩みを抱え込むことで健康面に 

 影響が出ないよう、支援の必要な子どもや家庭を支援サービスに確実につなげることが必要。 
  
 
 
 
 
 
 
 
 

方向性 

＊望まない妊娠や思いがけない妊娠等に悩む人に対し、相談や保健・医療・福祉機関等への連絡、サービスの紹介など、必要な支援に 

 つなぐことにより、妊婦の孤立化を防ぐとともに、妊娠届時からの面接及び専門職によるアセスメントの全数実施に向けた体制整備や、 

 アセスメントが必要な場合は、保健・医療・福祉機関の連携のもと支援を推進。 

 

＊公的機関への相談割合が低い点を踏まえ、相談支援の周知を進めるとともに、アウトリーチ型の支援により孤立している親子への対策 

  を進める。 

 

＊学校や地域で支援を要する子どもを発見し、支援につなぎ、見守る体制を強化することで、セーフティネットでしっかりと支える仕組みを 

 構築する中で、保護者も含めた世帯全体に着目して対応していく。 

 
 
 


